
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１． 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のないもの

・・・移動平均法による原価法

２． 固定資産の減価償却の方法

（１）

建物は定率法、その他の有形固定資産については定額法を採用しております。

ついては、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　 24～65年

建物附属設備　　　 2～18年

構築物　　　 3～50年

器具備品　　　 2～17年

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

（３）長期前払費用(公共的施設負担金)

定額法を採用しております。

３． 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

営業債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

賞与の支払いに備えて、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。
　

（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると

認められる額を計上しております。

（４）役員退職慰労引当金

役員の退職金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
　

（５）環境対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」（平成13年法律第65号）によって処理することが義務付け

られているPCB廃棄物の処理に備えるため、その処理費用見込額を計上しております。

４． 収益の計上基準

賃貸収入は「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号　2007年３月20日)に基づき計上しております。

なお、光熱費収入については顧客である賃借人への電気、空調等の供給に応じて収益を計上しております。

５． 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

会計方針の変更に関する注記

１． 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等を当事業年度の期首

から適用しております。これによる貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書に与える影響はありません。

２． 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)等を当事業年度の期首

から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号　2019年７月４日)第44－２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。これによる貸借対

照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書に与える影響はありません。

個　別　注　記　表

有形固定資産

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備に

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。



貸借対照表に関する注記

１． 担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

建物 2,081,627 千円
土地 3,158,914 千円

計 5,240,541 千円

（2）担保に係る債務
1年以内返済予定の
長期借入金 116,240 千円
長期借入金 321,460 千円

計 437,700 千円

２． 有形固定資産の減価償却累計額 8,896,863 千円

３． 圧縮記帳

有形固定資産に係る国庫補助金等の受入れによる圧縮記帳累計額は 541,806千円であります。

４． 顧客との契約から生じた債権の残高 17,336 千円
(注)営業未収入金に含まれております。

損益計算書に関する注記

営業収益のうち、顧客との契約から生じる収益の額 185,715 千円

株主資本等変動計算書に関する注記

１． 当事業年度末における発行済株式の数

普通株式 150 千株

２． 配当に関する事項

(1)配当金支払額

配当金の総額

（千円）

(2)基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌会計年度となるもの

配当金の総額

（千円）

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税、賞与引当金、退職給付引当金、環境対策引当金、資産除去債務等であります。

金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については、一時的な余資は安全性の高い金融資産（預金）で運用し、資金調達については、銀行等金融

機関からの借入により調達しております。

受入敷金保証金は、流動性リスクがありますが、資金計画作成等の方法による資金管理を実施する等のリスク管理を行っており

ます。

2. 金融商品の時価等に関する事項

令和４年３月31日(当期の決算日)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

(単位:千円)

貸借対照表

計上額(※)

(1) 長期借入金(1年以内返済 (437,700) (438,937) 1,237

 予定の長期借入金を含む)   

(2) 受入敷金保証金 (966,980) (957,339) △ 9,641

(※)負債に計上されているものについては、(  )で示しております。

30,000

効力発生日

令和4年6月30日
定時株主総会

時価(※) 差額

令和4年6月29日
普通株式 利益剰余金

300

200 令和4年3月31日

令和3年6月30日
定時株主総会

決議 株式の種類 配当の原資
1株当たり配当額

基準日

決議 株式の種類 配当の原資
1株当たり配当額

基準日

（円）

令和3年6月29日
普通株式 利益剰余金 45,000

効力発生日
（円）

令和3年3月31日



賃貸等不動産に関する注記

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、神戸市において、賃貸用のオフィスビル・展示場（土地を含む）を有しております。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

令和４年３月期における当該賃貸用不動産の貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。
（単位：千円）

(注1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

(注2) 当期末の時価は、主として｢不動産鑑定評価基準」に基づいて社外の不動産鑑定士が算定した金額（指標等を用いて調整を行った

ものを含む）であります。
　

収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

重要な会計方針に係る事項に関する注記　４．収益の計上基準に記載のとおりであります。

関連当事者との取引に関する注記

主要株主

役員の兼任等

営業未収入金 1,431

受入敷金保証金 2,113

直接50.0％ 借受負担金 90,909 － －

間接 0.6％ 公共的施設負担金 2,425 長期前払費用 141,358

取引条件及び取引条件の決定方針等

1.上記の取引金額には消費税等は含まれておりません。

2.条例に基づき議会の議決を経て、土地・建物を借り受けております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 49,361円52銭

１株当たり当期純利益 2,368円08銭

その他の注記

(資産除去債務)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
1. 当該資産除去債務の概要

当社が営業するオフィスビルの一部に存在する有害物質を除去する費用に関し、資産除去債務を計上しております。

2. 当該資産除去債務の金額の算定方法

オフィスビルの使用見込期間を取得から65年と見積り、割引率は２．３％を使用して、資産除去債務の金額を算定しております。

3. 当事業年度末における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 119,225 千円
- 千円

時の経過による調整額 2,742 千円

期末残高 121,968 千円

事業上の関係

122,628

土地・建物の借受

有形固定資産の取得に伴う増加額

主要
株主

神戸市

被所有

１人

不動産賃貸 貸室使用料等

(単位:千円)

属性 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合

関係内容
取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

貸借対照表計上額 時価

5,993,423 6,544,000


